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円、%）

実質公債費比率 （％） 8.7
元利償還金の額（繰上償還額等を除く）(1) 6,230,707 5,982,135 5,604,331

将来負担比率 （％） 75.2
積立不足額を考慮して算定した額(2) 0 0

満期一括地方債の一年当たりの元金償還額に相当するもの（年度割相当額）
等(3) 5,000 5,000 5,000

公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金(4) 2,739,066 2,437,367 2,744,397
一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又は負
担金(5) 8,649 8,649 7,111

2,287,980 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの(6) 212,832 200,970 269,345
36,405,218 一時借入金の利子(7) 782 7,378 354

- 特定財源の額(8) 1,290,686 1,176,292 1,222,059
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(9) 1,226,869 1,062,337 1,019,412
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費（準元利償還金に係るもの）(10) 1,374,064 1,361,741 1,320,609

資金不足比率 災害復旧費等に係る基準財政需要額(11) 2,199,004 2,269,174 2,387,004
決算額 災害復旧費等に係る基準財政需要額（準元利償還金に係るもの）(12) 13,132 13,124 13,114

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(13) 9,433 10,204 11,441

（単位:千円、％）

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利
償還額を基礎として算入されたものに限る）(14) 10,131 9,872 10,065

1,726,135 小計 （（（１）～（７））－（（８）～（１４））） （A) 3,073,717 2,738,755 2,646,834
533,436 標準税収入額等(15) 36,765,053 33,630,257 29,239,055
28,409 普通交付税額(16) 329,332 3,231,251

0 臨時財政対策債発行可能額(17) 1,381,446 2,144,048 3,934,912
小計 （（（１５）～（１７））－（（９）～（１４））） （B) 33,313,866 31,377,185 31,643,573

9.22 8.72 8.36

4,799,174 － 将来負担額（単位:千円、％）

－ (N-1)年度末一般会計等の地方債現在高(1) 46,398,018 (2)の内訳 将来負担額（単位:千円）

－ 債務負担行為に基づく支出予定額(2) 5,653,984 ＰＦI事業 3,628,114
－ 一般会計以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額(3 40,216,231 いわゆる五省協定等 に係るもの 1,749,955

組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額(4) 43,790 森林総合研究所等が行う事業 275,915
0 － 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額(5) 12,412,337
0 － 設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額(6) 6,486,498 (3)の内訳 将来負担額（単位:千円）

－ 連結実質赤字額(7) 0 水道事業会計 257,426
－ 組合等の連結実質赤字相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額(8 0 下水道事業特別会計 33,846,642

(N-1)年度末の充当可能基金現在高(9) 10,405,349 農業集落排水特別会計 6,112,163

406,195 特定の歳入見込額(10) 17,689,805

0 （(10)のうち都市計画税額） (16,930,743)

4,508 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額(11) 59,310,320 (6)の内訳 将来負担額（単位:千円）

84 小計 （将来負担額－（（９）～（１１））） （A) 23,805,384 鈴鹿市土地開発公社 6,486,498
標準財政規模(12) 36,405,218
災害復旧費等に係る基準財政需要額(13) 2,387,004
(13)の準元利償還金に係るもの(14) 13,114
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(15) 1,019,412
(15)の準元利償還金に係るもの(16) 1,320,609

7,497,941 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(17) 11,441

36,405,218
密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利
償還額を基礎として算入されたものに限る）(18) 10,065

- 小計 （標準財政規模(12)－算入公債費等（１３）～（１８） （B) 31,643,573

75.2
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※将来負担見込がない場合は、比率を「－」としてい
る。
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一般会計等の実質収支額（A）

決算額（単位:千円、％）

単位:％区分

標準財政規模（B)
実質赤字比率（A）／（B）×１００

連結実質赤字比率

※黒字の場合は、比率を「－」としている。
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健全化判断比率の状況
比
率
の
状
況

平成22年度決算

区分

市町名：鈴鹿市

分
子

実質赤字比率

区分


